
ビットワレット（本社：東京・品

川、川合成幸社長）は、非接触ICカー

ド技術（Felica）を活用したプリペイ

ド型電子マネーサービス「Edy」を運

営・推進する会社として、2001年1月

に家電、通信、金融、自動車などの幅

広い業界の大手企業11社が出資して

設立された。過去4度にわたる増資を

実施し、現在の資本金は約267億円で

株主は61社となっている。

Edyは、2001年11月から本格サー

ビスを開始した。もともと、少額決

済（上限金額：5万円）を、いちい

ち硬貨などを取り出さなくても電子

マネーで実現することを訴求ポイン

トにしてスタートしたが、コンビニ

をはじめ、スーパー、百貨店、アミ

ューズメントなど幅広い業態で利用

できることや、チャージ（入金）方

法も現金のほか、クレジットカード、

銀行口座からと多彩なことから、普

及が拡大した。とくに、弾みが付いた

のは、全日空（ANA）のマイルサービ

スとの連携など、単に電子決済だけ

でなく利用にインセンティブを付加

したサービスを展開して以降だ。

さらに、2004年6月、NTTドコモ

のiモード対応携帯電話を利用した

「Edyケータイサービス」を開始した

ことがトリガーとなって、発行枚数

電子マネー「Edy」急増に対応
インハウスに切り替え
サービス価値そのものを高める
プリペイド型電子マネー「Edy」を運営・推進するビットワレ

ットは、Edy機能搭載のカード・携帯電話などの発行枚数お

よび利用件数が急増し、とくに「おサイフケータイ」でのEdy

サービスをトリガーに、ユーザーの問い合わせが一段と多様

化したことに対応。コンタクトセンターをアウトソーシングか

ら自社構築・運営に切り替え、10月から本稼働した。当面

は応対品質・CS向上とコストパフォーマンスを追求するが、

今後、分析・発信機能を強化、マネジメントのアンテナ拠点

としてのミッションを掲げる。まだ、一般にはなじみが薄い電

子マネーサービスを、コンタクトセンター起点に普及促進し、

商品・サービスそのものの価値を高めていく考えだ。

ビットワレット

・本社所在地：東京都品川区大崎1-11-1
・設立：2001年1月18日
・資本金：267億1310万円
・代表者：川合成幸社長
・事業内容：○1プリペイド型電子マネーサービス「Edy」事業の企
画・運営、○2プリペイド型電子マネーのカード発行会社・利用店舗
の開拓、○3 Edyブランドの管理

U S E R ◆ K A R T E

38 Computer TELEPHONY 2005.12



とともに利用件数も伸びが加速し

た。Edyケータイサービスは、既に

Edyカードを利用できる加盟店の店

頭でのスピーディな支払いや、現金

でのチャージなどに加え、携帯電話

画面での残高確認や履歴確認ができ

ることが特徴で、「おサイフケータ

イ」の呼称で親しまれている。iモ

ード通信網を利用してどこでもオン

ラインチャージができることや、携

帯メールにより、店舗やパソコンに

接続したリーダー／ライターがなく

ても支払いに利用できることで、通

販やテレビショッピングなどにEdy

の活用シーンが広がるなど、携帯電

話ならではのサービスも加わり、一

段と利用しやすくなっている。

2005年11月1日現在のEdy機能搭

載のカード・おサイフケータイなど

の累計発行数は約1340万枚（内、お

サイフケータイが約160万台）、加盟

店数は約2万5000店。月間利用件数

も1000万件を超えている（図1参照）。

9月からはauでも同様のサービスを

開始、さらにボーダフォンも今後サ

ービスが予定されており、携帯電話

3社のおサイフケータイが出揃うこ

とから、さらに普及が急ピッチで進

む勢いだ。

「当社のビジネスは、Edyカード

発行枚数の拡大もさることながら、

利用度を促進することで成り立つわ

けで、その意味でおサイフケータイ

の展開は重要なキーの1つとなりま

す。今後も携帯電話をはじめとした

新サービスに注力し、カード母数の

拡大と利用度促進の相乗効果を図っ

ていきます」と、梅谷 勝・執行役

員（Edyコンタクトセンター担当）

は語る。

発行枚数、利用件数増大に対応し
インハウスセンターを10月本稼働

カード累計発行枚数の拡大、新サ

ービス拡充による利用度の促進など

で、問い合わせの量が一気に増大し

たことから、同社はアウトソーサー

（テレマーケティング会社）2社に業

務委託して電話応対窓口を開設し

た。さらに、携帯電話ユーザーが急

増したことで、Edyの初期設定に関

する質問や、ホームページを見れば

分かるたぐいの一般的な問い合わせ

など、コール内容が多様化したこと

から、応対品質の均一化と効率化を

同時に図るために、自前（インハウ

ス）でコンタクトセンターを立ち上

げることを決定。直ちに今年6月か

ら具体的な構築に着手し、短期間の

うちに準備を進めて10月1日から本

稼働した。

新コールセンター「Edyコンタクト

センター」は本社内に設置。応対窓口

を、○1 Edy救急ダイヤル（ナビダイヤ

ル）、○2 Edyサポートデスク（フリーダ

イヤル）、そして○3 Edy救急ダイヤル

オペレーショングループ（Eメールな

ど）の3つに分けている。

Edy救急ダイヤルは、Edyカードホ

ルダーの問い合わせ窓口で、コール

の60％強が携帯電話（おサイフケー

タイ）ユーザー。コール数は月間平

均で6500件（1年前：1500件）、1件

あたりの応対時間は平均6分という。

Edyサポートデスクは、Edy加盟店の

電話窓口で、設置端末の使い方やデ

ータ送信に関する問い合わせなどに

応対している。コール数は同2500件

（同：300～400件）、1件あたりの応

対時間は平均8～10分。また、Edy

救急ダイヤル オペレーショングル

ープは、ホームページ「お問い合わ

せフォーム」のInfo（Eメール）か

らの問い合わせ対応、および「Edy

レスキューサービス」（携帯電話が

故障した際、新たな機種にEdyの価

値を移すための申請手続き）の受付

処理を行っている。Eメール件数は

同2000件（同：1000件）で、レスキ

ューサービスはEdy救急ダイヤルと

相互に連動している。

応対席数は3窓口を合わせて当面

25席規模。スーパーバイザー（SV）、
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コミュニケータは派遣社員で構成さ

れ、2シフト制を基本に勤務している。

コンタクトセンターのシステム構

築、およびコンサルティングを担当

したシステムインテグレータ（SI）は、

ダイヤモンドコンピューターサービ

ス（DCS）。電話交換機にはDCSの薦

めもあり、沖電気工業のサーバー型

PBX「CTstage4i」を採用した。

「PBX、UnPBX（サーバー型）を

含めて6社の製品を検討しましたが、

CTstageは（他に比べて）イニシャ

ルコストが安く、さらに設定変更な

どについても簡単なものであれば、

専任のシステム要員でなくてもセン

タースタッフでカバーできるといっ

た、保守・メンテナンスのメリット

も選定ポイントになりました。加え

て、CTstageの場合、FAXもデータ

（メール形式）で残せるといったこ

とも決め手になりました」と、近江

昭夫・営業推進部統括部長兼Edyコ

ンタクトセンター担当部長は理由を

語る。

コミュニケーション席数の規模も

当面は25席であることから、CTstage1

台で問題はないが、万一の緊急時に

は、回線切り替えで通常の電話回線

に振り替えて対応（電話オンリーだ

が）し、その間に復旧を図るといった

措置も予め用意している。

また、顧客履歴などを管理するフ

ロントシステムにはテクマトリック

スのパッケージソフトウエア

「FastHelp3」を、カスタマイズの容

易性などから採用した（図2参照）。

品質、CS向上を第一義に
コストパフォーマンスを同時追求

「新センターの第一ミッションは、

応対品質の向上・均一化を図り、CS

を高めることですが、同時に、これ

までアウトソーサー先に分散してい

た業務の一元化によってコストパフ

ォーマンスを追求していきたいと考

えています」と、山岡敬明・Edyコ

ンタクトセンター長は抱負を語る。

サービスが多様化し、さらに携帯

電話を中心に新たなサービスが次々

に打ち出されるなかで、さまざまな

問い合わせにいかに迅速で的確な応

対ができるかが、サービスの付加価

値を高め、ひいてはCS向上に結び

つくことから、まず、社員をはじめ

としたセンタースタッフのスキルア
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【通常運用時】 
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図2 Edyコンタクトセンターのシステム構成

梅谷勝・執行役員（左）、近江昭夫・営業推進部統括部長（中央）、山岡敬明・Edyコンタクトセンター長（右）
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していることから、今後、分析ス

タッフなどの体制を固め、FAQの

リフレッシュ頻度を高めていく考

えだ。

単なるコストセンターではない
究極はマネジメントのアンテナ拠点

さらに分析の観点では、顧客の声

に基づいた情報を、端末施策や商

品・サービス内容の改良といったマ

ーケティングデータとして関連部門

へフィードバックしていく活動や、

最終的にはマネジメントにも活かせ

る情報分析と発信を目指す。これが、

自社でコールセンターを構築・運営

し、社員が直接業務に関わることの

究極の目標でもある。

「今の当社の状況は、ビジネス

がどんどん飛躍していく入り口に

立っています。まして電子マネー

サービスは前例がほとんどなく、

自分たちでサービスを開発し問題

点を発見して、また洗い出すとい

った繰り返しが必要です。したが

ってコンタクトセンターの位置づ

けも、コストセンターであること

は確かですが、単にルーティンワ

ークのためのコストセンターの発

想ではなく、やはりマネジメント

に繋げていくアンテナのある最前

線だとスタッフ全員が自覚し、そ

れに基づいた業務を推進すること

が必要です」と、梅谷執行役員は

自社センターの意義を語る。

『規模の大小ではなく、中身でト

ップを目指す』──同センターの今

後の展開が注目される。

（鈴木信之）

ローを一つひとつ見直し改善するこ

とに着手している。「これまでも

個々のコミュニケータの応対履歴デ

ータは本社側で見ていたわけです

が、自前センターになり、その場で

モニタリングしリアルタイムに応対

状況を把握することで、よリ原因の

分析や改善ポイントが明確になり、

呼量予測とそれに基づいたコミュニ

ケータ勤務シフトなども的確にでき

る体制になりました」と、山岡セン

ター長は言う。

さらに梅谷執行役員は「アウトソ

ーサーさんにはこれまでも実によく

やっていただきましたが、従来のや

り方では今後のトランザクションの

伸びに対応し切れません。自社セン

ターでアウトソーサーさんと社員が

いっしょに考えていくことで、結果

的にはコストメリットを追求できる

と思っています。つまり、コールボ

リュームに比例してコストが増大す

ることを、パフォーマンスを上げる

ことで極力抑制していく考えです」

と指摘する。

また、コールそのものを抑制す

るためのセルフサービスの仕組み

も再検討してい

く。これまでも

ホームページ上

に「よくある質

問」のFAQを載

せており、これ

によって呼量抑

制に役立ってい

る部分はある

が、それ以上に

全体のコールボ

リュームが増大

ップ教育に改めて力を入れている。

新センターを立ち上げて間もないた

め、コミュニケータの採用と教育は

従来からのアウトソーサーに任せて

いる部分が多いが、ゆくゆくは自社

でコミュニケータを採用し、教育カ

リキュラムを組んでいくことも検討

している。

「今後、業務プロセスを見直し、

定型化・標準化を進めることによっ

て、いろいろな人材を活用できるよ

うにしたいと思っています。そして、

最終的にお客様から『有難う』と言

っていただける電話応対がどれだけ

多くできるかが、品質向上の目標で

す」（近江部長）

そのためのツール活用も積極的に

図っていく考えだ。SV－コミュニ

ケータの評価体系の確立とモチベー

ションアップ（スキルシート、評価

プログラム策定など）、定期的なモ

ニタリングの実施、さらにリーダー

制度や応対キャンペーンの推進など

も検討していく。

一方、コストパフォーマンスの追

求では、従来の業務委託先で微妙に

異なっていたコールフローや事務フ

ビットワレット

2005年10月1日から本稼働したEdyコンタクトセンター


